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1. はじめに

　本稿は，旧広村などからなる姫路市広畑区の初期工業開発につい

て，日本製鐵㈱（現新日鐵住金㈱，以下「日鐵」）の工場進出に着目

して明らかにすることを目的とした第一稿である。本稿の着眼点は

3つあり，第一に複数の府県に跨がる広域から広畑を選定した経緯，

第二に敷地選定地における工場建設への法定都市計画（以下「都市

計画」）の影響，第三に工場建設に併せ日鐵が独自に開発した社宅街

と工場の位置関係である。本稿では「広域 >都市 >社宅街」という

圏域の大小の視点から産業都市開発における企業の動向を把握する。

　昭和 9（1934）年 2月に官営製鐵所と民間 5社が合同して発足した

国策企業である日鐵は，1～ 2次拡充として八幡や釜石などで既存工

場の拡張を行なった。つづく 3次拡充は輪
わに し

西（室蘭），4次拡充は広

畑，5次拡充は朝鮮の清津で，いずれも新規に工場を開発した 1）。工

場進出がそれまで一農漁村にすぎなかった当地の都市化を加速させ，

現在の都市基盤を整えたことは室蘭，広畑，清津に共通する。一方，

八幡や室蘭，釜石の工場が資源供給地近接であるのに対し，広畑は

日鐵初の消費地近接の工場であること，また，内務省と兵庫県によ

る都市計画が初期の段階で導入されたこと，既報 2）の通り後に住宅

営団（以下「営団」）が関与することは広畑の特徴である。

　明治初期の資本主義確立期から，多くの産業都市は企業主導で開

発が進められた。大正 8（1919）年 4月に都市計画法が公布されると，

国や自治体は，これを開発が進んでいた全国の産業都市に後追い的

に適用していった 3）。しかし，昭和初期の資本の寡占期から昭和 12

年以降の戦中期には両者が同時に進むようになる。鉄鋼業に目を向

けると，昭和 17年当時，兵庫県都市計画課長の職にあった長澤忠郎

は，広畑で都市計画を進めるにあたり視察した八幡について「街の

伸びるままに放任」した結果「此の街を改造」するための費用は多

大で，こうした無秩序な開発が行なわれないよう「工場中心の工業

都市建設の都市計画事業をやるべき機会は到来した」と『建築と社会』
4）に記している。このように，昭和 11年 4月 1日に策定された日鐵

4次拡充による広畑の開発は，企業開発と都市計画が同時に進むよう

になる初期の特徴を検討する上での好例といえる。

　産業都市に関する研究は，建築の分野に比べて経済や経営の分野

で先行し，多くの蓄積がある。その例として岡田知弘の「重化学工

業化と都市の膨張」5）や長島修の『官営八幡製鐵所論 国家資本の経

営史』6），沼尻晃伸の『工場立地と都市計画』7）などがあげられる。

これらは分野の性格上，物理的な空間について考察するものではな

いが，産業都市を読み解く上で多くの示唆を与えてくれる。

　このうち，岡田は戦中期の重化学工業の進展による地域開発につ

いて，「公共の資金や政策を動員しての地域開発が，一部の私的資本
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国策企業である日鐵は，1～ 2次拡充として八幡や釜石などで既存工

場の拡張を行なった。つづく 3次拡充は輪
わに し

西（室蘭），4次拡充は広

畑，5次拡充は朝鮮の清津で，いずれも新規に工場を開発した 1）。工

場進出がそれまで一農漁村にすぎなかった当地の都市化を加速させ，

現在の都市基盤を整えたことは室蘭，広畑，清津に共通する。一方，

八幡や室蘭，釜石の工場が資源供給地近接であるのに対し，広畑は

日鐵初の消費地近接の工場であること，また，内務省と兵庫県によ

る都市計画が初期の段階で導入されたこと，既報 2）の通り後に住宅

営団（以下「営団」）が関与することは広畑の特徴である。

　明治初期の資本主義確立期から，多くの産業都市は企業主導で開

発が進められた。大正 8（1919）年 4月に都市計画法が公布されると，

国や自治体は，これを開発が進んでいた全国の産業都市に後追い的

に適用していった 3）。しかし，昭和初期の資本の寡占期から昭和 12

年以降の戦中期には両者が同時に進むようになる。鉄鋼業に目を向

けると，昭和 17年当時，兵庫県都市計画課長の職にあった長澤忠郎

は，広畑で都市計画を進めるにあたり視察した八幡について「街の

伸びるままに放任」した結果「此の街を改造」するための費用は多

大で，こうした無秩序な開発が行なわれないよう「工場中心の工業

都市建設の都市計画事業をやるべき機会は到来した」と『建築と社会』
4）に記している。このように，昭和 11年 4月 1日に策定された日鐵

4次拡充による広畑の開発は，企業開発と都市計画が同時に進むよう

になる初期の特徴を検討する上での好例といえる。

　産業都市に関する研究は，建築の分野に比べて経済や経営の分野

で先行し，多くの蓄積がある。その例として岡田知弘の「重化学工

業化と都市の膨張」5）や長島修の『官営八幡製鐵所論 国家資本の経

営史』6），沼尻晃伸の『工場立地と都市計画』7）などがあげられる。

これらは分野の性格上，物理的な空間について考察するものではな

いが，産業都市を読み解く上で多くの示唆を与えてくれる。

　このうち，岡田は戦中期の重化学工業の進展による地域開発につ

いて，「公共の資金や政策を動員しての地域開発が，一部の私的資本
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の利害と連携して行われた」8）とする。ここでいう公共の資金や政

策として，手法が成熟しつつあった都市計画があげられるし，営団

の関与もその範疇に入るであろう。岡田はまた，企業が複数の分工

場を展開していく「マルチプラント化」の過程で「資源に制約され

ない企業内分業が可能になった」9）のが 1930 年代であることを広畑

を含む全国の事例から明らかにしている。

　鉄鋼業に関する建築の分野での先行研究として，八幡に関する『福

岡県の近代化遺産』所収の開田一博の解説 10）や釜石や室蘭における

日鐵の開発について論じた拙稿 11）があるが，これらは資源供給地近

接の事例であり，広畑とは立地条件が大きく異なる。

　日本近代の建築・都市史の分野では，藤森照信の『明治の東京計

画』12）をはじめ，都市計画による既存都市の改造など，国や自治体

に着目した研究の蓄積がある。都市計画史の視点では企業に着目し

た『企業城下町の都市計画』をはじめとする中野茂夫の一連の成果 

13）や越澤明の「戦時期の住宅政策と都市計画」14）があり，越澤は「昭

和一二年以降全国各地で大規模な軍需工場の建設が都市近郊・農村

部で行なわれ…その代表例は，広」と広畑を位置づけている。また，

近年，企業社宅街に関する研究が継続され，その成果のひとつとし

て『社宅街 企業が育んだ住宅地』15）が刊行されている。同書の視座

は単一企業による社宅居住者の環境整備に重点をおくもので，土居

義岳の八幡の高見社宅街に関する研究 16）もこれに含まれよう。さら

に，中川理が『日本近代都市史』17）で「財閥や土地会社といった近

代に登場した資本が，都市空間の開発に何を目指していたのか」を

課題として指摘しており，これを敷衍するなら企業の開発した産業

都市研究もそこに含まれるであろう。とはいえ，都市開発の主体に

注目すると，複数の官庁，自治体，営団，企業という多数の主体が

関与する広畑はこれまでの分類には当てはまらない。よって，本稿

の成果は，工場立地が「資源に制約されない」時代に複数の開発主

体が都市形成に関与するようになる初期の様相を明らかにする一助

になり得ると思われ，その点において意義があると考える。

　以上を踏まえ，本稿の企図を冒頭の 3 点に準じて記すと，第一に

敷地選定の要因について，明治 34（1901）年操業の官営製鐵所（現

八幡製鐵所）や明治 43 年操業の輪西製鐵場（現室蘭製鐵所）は， 産

炭地との距離を重視し，地方の未開地に立地した。一方，広畑製鐵

所は消費地の大阪や神戸へ接続良好な大都市圏に近接する。この相

違に着目して日鐵が阪神地域から広畑を選定した意図を把握する。

第二に都市計画の影響について，『広区画整理誌』18）が詳述する通り

姫路市南西部の広畑一帯では，工場の建設決定からまもなく都市計

画として土地区画整理事業（以下「区画整理」）が実施され，のちに

新興工業都市のひとつとして国土計画に組み込まれていった。ここ

から都市計画兵庫地方委員会の計画と日鐵の思惑を自治体や組合の

動向に照らしながら把握する。第三に社宅街について，日鐵は都市

計画の影響を受けつつ独自に社宅街を開発した。昭和 16 年の営団設

立後は，営団が開発した住宅地を購入して社宅にあてた。既報 19）で

は営団の住宅地開発に臨時農地等管理令が影響したことを明らかに

したが，それ以前の社宅街開発の経緯は詳らかではない。ここから，

日鐵が独自に行なった社宅街の開発計画について把握する。

　本稿では，社史である『広畑製鐵所三十年史』20）と『広畑製鐵所

五十年史』21），新聞記事，所内報『鐵の響』22），建設から操業までの

記録をまとめた『広畑製鐵所年誌』23），日鐵発足前後に工務部の課長，

昭和 12年 5月に臨時建設局工務部長心得（翌年 6月工務部長）24）と

して開発の中心的役割を担った進
すず き

来要の回顧録『建設ヲ顧ミテ』 25），

広畑製鐵所社宅管理事務所所蔵の図面などの企業資料，『兵庫県会史』
26），神戸地方法務局姫路支局所蔵の『旧土地台帳』や『広区画整理誌』

などの行政資料，『広村誌』27）などの郷土資料を用いた。

　このうち『鐵の響』は社員からみた同時代的な情報を得られるが，

内容の確度を見極める必要がある。また，『広畑製鐵所年誌』は昭和 

25 年の日鐵解体後に富士製鐵が編んだもので，年代などに誤謬が散

見される。さらに『建設ヲ顧ミテ』は「極秘」としてまとめられ，『日

本製鐵株式會社史』などの骨格をなした資料と思われる。同書は開

発意図を把握できる点で有効ながら，進来の理想に終始する記述も

あり，その記述と実現した都市との対比が必要である。以下，各資

料の長短に注意しつつ論を進めたい。なお，本稿での引用は文は固

有名詞を除き現代表記に改めたほか，傍点は引用者による。

2. 日本製鐵の 4 次拡充による広畑選定の経緯

　昭和 11年 7月，日本製鐵は 4次拡充の候補地を選定し，8月から 

現地調査を開始する。そして昭和 12年 3月 1日，重役会議において 

広畑での新工場建設を決定し，7月 21日には地鎮祭を執り行なった。

2.1. 工場の立地と稼働条件に関する日本製鐵の視点

　進来要は，工場立地条件について「大体論としては原料地に近く

輸送距離に近き事が先決」で，大きく 1石炭供給地近接，2鉄鉱石供

給地近接，3消費地近接に分類する。このうち，1として八幡と室蘭

をあげ，アメリカのピッツバーグやドイツのルール地方との類似性

を指摘する。また，2として釜石と中国の鞍山や大冶，3として京浜

や阪神の小規模工場をあげる 28）。広畑は 3の消費地近接である。進

来が指摘する消費地近接の長所は 6点あり，そのひとつは「（四）社

宅，宿舎， 配給所，病院及学校其他の福利施設に対し費用を比較的多
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

額に要せぬ
4 4 4 4 4

」29）ことで，福利厚生施設の設置や運営の費用の軽減を

重視している。具体例として，消費地近接の天津と原料供給地近接

の蒙
もうきょう

彊を比較し，蒙彊は僻地のため労働力確保が困難である上，福

利厚生施設整備が負担となり操業が軌道に乗るまで時間を要したこ

とを述べ， 工場の稼働条件として福利厚生施設設置の費用と供用まで

の期間が短いことが重要であることを示している 30）。

2.2. 日本製鐵の敷地選定の方針

　八幡工務部長として調査を担当した足立元二郎の「もう石炭，鉱 

石のあるところは内地にはなさそうだから，せめて鉄鋼の消費地に 

近いところにこしらえようという事になつた」31）という回想から，3 

次拡充の室蘭，5次拡充の清津に対し，4次拡充は本州での工場設置

が前提であったといえる。日鐵が阪神地区を候補地としたのは，当

時日本の鉄鋼取扱量の 6割強を占めたこと 32）と「海軍から呉鎮守府

に近いところ，瀬戸内海沿岸という希望も伝えられていた」33）こと

による。日鐵は大阪府の堺，兵庫県の尼崎と大塩，尾上，広，和歌

山県の海南の 6ヵ所 34）を候補地とし，尾上を除く 5ヵ所を調査した。

進来によれば，日鐵は現地調査で「1.各地総工事費及原料，製品輸

送費，労銀並製銑開始時期比較表 2.各地気候及土木関係工事概要（イ） 

気候（ロ）交通（ハ）工場敷地（ニ）築港（ホ）水道（ヘ）社宅（ト） 

鉱滓捨場（チ）諸経費総計（リ）工事施行期間 3.原料，製品輸送費， 

労銀並副産物に依る損益比較表」の大きく 3 点を検討していた。

　当時の日鐵の動向について『日本製鐵株式會社史』は「その重要

－ 1674 －



　ところで，昭和 9年頃，複数の民間企業が阪神を中心に工場敷地

を求めていた。そのひとつの製油所建設では「阪神間では既に得る

ことが出来ず，特に一万屯級の貨物船の出来得る岸壁を持ち得る工

場敷地は求めても無く」48），飾磨港から網干港の一帯を敷地として計

画を進めた。この計画は頓挫するが， 阪神間が対象であること，1万

屯級の船舶の停泊という条件は日鐵と重複している。日鐵が昭和 11

年 8月の調査時にこの情報を得ていたか否かを判断し得る資料は把

握できていないが，昭和 11年 7月発行の『飾磨町全図』49） の旧夢前

川河口に「長尾欽弥氏事業計画地」として製油所用地が記されてい

るから（図 2），もはや阪神間に工場敷地がないことは既知であった

と考えるのが妥当であろう。それでもなお阪神地域の他都市の調査

を実施したことも広畑が有力候補地でなかったことの証左といえる。

また，想像を逞しくするなら，工場建設に海軍の要望が影響してい

ること，日鐵の国策企業としての性格から，関係各所との折衝で有

利な条件を引き出せるという思惑があったのではないかと思われる。

　ここで，工場および周辺主要都市との距離と福利厚生施設整備に

ついて考えると，消費地近接の工場を都市近郊に設けた場合，必要

施設の一部を都市ストックで賄うことが可能であるという利点があ

る。例えば，既報で論じた通り 50），消費地近接で都市ストックが充

実していた日鐵川崎製鋼所では福利厚生施設に特筆すべき建築施設

は見受けられないが，石炭供給地近接で都市ストックに乏しい室蘭

では企業が設置した施設の運営を従業員に委任してでも会社の負担

を軽減しようとする姿勢が窺えた。また，新工場稼働に必要な労働

者数と社宅の戸数の関係 51）について，室蘭と広畑では必要な職員と

られ居らざりしものにて交渉頗る困難」であった。そのため，広畑

では「輪西の轍を踏まざる様極秘裏に個人名義にて土地買収」40）す

る案が重役会議で提出されたといい，足立も「調査に来たとなると

地元がうるさいから内緒にしていた」41）と回想する。

2.3. 候補地の評価と消費地近接の利点

　各候補地の位置関係と長所と短所，調査結果を図 1 に示した。進

来によれば最終候補は大塩と広畑で，両者に大差はなかったが，水

源， 山陽本線との接続，土地所有者の数が少なく用地買収が容易，大

部分が水田であるため大掛かりな地盤改良などせず直に工事に着手

できることが広畑決定の要因であったという 42）。加えて『広畑製鐵

所三十年史』は人員確保が容易で，総工費が最安，地盤が良い，水

深が十分であることを長所とし，障害は「特にあげるものなし」43）

と記す。必要な工場用地は「約三十万坪は大家新田 ...（大阪市で）

商事会社を経営している大家七平さんの一人持 ...夢前川磧約二十万

坪の官有地，大津村勘兵衛新田が三十万坪，それに民有地を加えた

百万坪」44）に「海岸埋立によつて約五十万坪を造成」45）して確保した。

ただし，進来は「初め大阪を中心に成る可く近く地を
（ママ）

とすべき予定

なりしも阪神付近には工場多く好適の土地を求め難かりし故次第に

比較的遠く相離るるに至り」46） 大阪からの距離が 77kmと最も遠かっ

た広畑になったこと，足立は評価に甲がなく，乙の上が広畑，尼崎

は丙，残りが乙であった 47）ことを述べており，広畑が有力地でなかっ

たことが理解できる。ちなみに，こうした農地の転用が，昭和 16年

2月 1日公布・施行の臨時農地等管理令を受けた営団の社宅街開発に

影響を与えることになった。

海南 ●

● 堺

● 尼崎●
尾上

広畑 ●
大塩 ●

兵庫県広村（現姫路市広畑区）
［評価］乙の上［距離］77km

兵庫県大塩村（現姫路市大塩町）［評価］乙［距離］66km

【長所】・紀ノ川からの工場用水確保が容易。
　　　・新工場従業員の居住に適する。
【短所】・候補地中央に2万キロの発電所があり、県が和歌
　　　  山市に移転しても埋築工事の支障となる。
　　　・候補地に隣接して新田別荘があり、工場排煙が樹
　　　  木に悪影響を及ぼす。
　　　・付近に新和歌浦、紀三井寺などの名勝があり工場
　　　  と不調和である。
　　　・大阪方面への連絡には外洋にであるため瀬戸内
　　　  海に比べ比較的支障がある。
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・大阪の淀川が水源のため利用許可に困難がある。
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  中で移転が必要で、移転しても敷地が狭隘である。
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大塩より優れている。
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・候補地2.1kmの場所に国際空港があり飛行 
  機の離発着に影響がある。
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  排煙が樹木に悪影響をおよぼす。
・付近に浜寺公園や海水浴場があり、工場の
  排煙や排水が樹木や海水に悪影響がある。
・高潮の恐れがある。
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・工場用水の配管が5kmになるため工事が困
  難で工期も長い。
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大阪府堺市［評価］乙［距離］6km

兵庫県尼崎市［評価］丙［距離］15km

和歌山県海南市［評価］乙［距離］72km

図 1　4次拡充の製鉄所建設候補地の位置関係と長短の比較
図注　『建設ヲ顧ミテ』、『広畑製鐵所三十年史』、『鐵の響』の内容を白地図にプロットして作成。

性にかんがみ，世間には公表されなかった」35）

と記すが，国家プロジェクトの情報拡散は必至

で新聞各紙は大きく扱った。例えば，『大阪時事

新報』の「大阪府下の尼崎或は堺附近」（S11.8.9），

『神戸新聞』の 「尼崎は有力候補地」（9.19），『中

外商業新報 』の「尼ヶ崎（兵庫県） 堺市附近（大

阪府）和歌山市附近（和歌山県）」（10.5），『大

阪毎日新聞』の「阪神地方（堺，尼崎，大阪市

のいずれか）」（11.19）などの 報道が目につく

が，管見の限り広畑を有力候補地と見る向きは

ない。そうした中，昭和 12 年 2 月には「広畑付

近地元住町村民の工場誘致についての運動が一

段と盛んにな」36）り，「殆ど決定的だとさえ言

はれてゐた泉州堺を見事に打やつた」37）が，誘

致した当事者の村長は「今日まで秘密裏に事が

運ばれ，突然のことでなんら心の準備もしてい

ない」38）と発言したほどの秘密性が保持された。

ただ，この発言には広畑が有力候補とみられて

いなかったことも影響しているであろう。「秘密

裏」の背景について進来は「土地買収は最も困

難なるもの」39）で，室蘭では 工場拡張を見越し

て「沼地も山も一切を構なしに番地割せる図面

を作成し之をブローカーが如何にも直ぐにも利

用価値ある湾内有利の土地なりとして都会の金

持ちに投資せしめ ...土地所有者は止むを得ず之

を銀行の担保等に入れ大戦後二十数年間売買せ
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工員の数は同じであった。しかし，僻地の室蘭では職員，工員とも 6

割の社宅を必要としたが，周辺都市から通勤可能な工員を集められ

る広畑では職員 5割，工員 3割でよく，広畑の必要社宅総数（1,670

戸）は室蘭（3,200戸）のほぼ半分である。さらに 1戸当りの工事費

は室蘭 1,370円，広畑 1,670円と，消費地近接の広畑が 2割ほど高いが，

総額では安価となり，消費地近接の利点がいかされた。

　ちなみに，選外となった海南や堺では，史跡や樹木への排煙の影響，

つまり環境面の懸念があった。実際，昭和 15年 7月 10日には工場

排煙で稲田が枯れたことに対して区長から日鐵に陳情があるなど 52）

周辺団体と環境面で多くの調整を必要とした。

　以上の通り，日鐵は急務であった新工場建設を，海軍の要望もあ

り消費地近接として阪神間で行なう方針をたて，大阪により近い場

所に敷地を求めた。大阪近郊に十分な用地がないことは先行する民

間企業の調査で明らかであったはずながら，日鐵は調査を実施した。

これは福利厚生施設の一部を都市ストックに依存して生産体制を早

急に整えようとしていた結果といえる。ただ，他の 4つ候補地では

操業条件が整わず，周辺環境への景観や環境の影響も配慮して消去

法的に広畑に決定した。

3. 日本製鐵の広畑製鐵所建設と都市計画の影響

3.1．広畑に適用された都市計画関連法の経緯と背景

　最初に法定都市計画関連事項を概括する。昭和 12年 3月 1日，日

本製鐵は広畑での 4次拡充を決定した。8日には局長の現地視察を実

施し，12日に社長決裁を得て広畑決定を兵庫県知事に通知している。

その 6日後の 18日，日鐵は広村と隣接町村に適用する都市計画につ

いて，内務省，鉄道局，兵庫県，その他関係者による協議会を設けた。

日鐵からは北村と進来の 2名が出席している。進来は大正 14年 6月

に八幡市都市計画調査委員に就任していた 53） から，都市計画に関す

る専門的な知識を持っていたといえる。その結果，昭和 12年 10月

14日に広村へ都市計画法が適用され，11月 26日に都市計画区域が

決定する（内務省告示第 697号）。このときの人口は 12,670人，実地

積は 3,091ha，利用地積は 2,094ha（広，八幡，大津，勝原，太田の 5

村）であった。この間の 10月 19日，日鐵は土地収用法に基づいた

事業認可を出願している。その後，昭和 13年 7月 30日に広土地区
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図 2　広畑製鐵所と社宅街の分布
図注 1．国土地理院所蔵旧版地図「姫路南部」「網干」(ともに T12 測図、S22 修正測図 )を調製したものに、既報「日本製鐵㈱広畑製鐵所の社宅街開発における住宅営団の関与と臨時農地等

管理令の影響について」を踏まえて加筆。
図注 2．広畑都市計画および土地区画整理事業の対象区域は「広畑都市計画地域指定第一図」(『昭和十七年公文雑纂 都市計画二十一止巻 一三一』所収 )の記載情報を上記旧版地図に合わせ修正。
図注 3．各社宅地の形状は日鐵所有地の正確な境界を示す資料を把握できないため、上記旧版地図と兵庫県公館県政資料館所蔵『昭和 17 年 (度 )高砂土地区画整理』所収図面 (図面名称なし )

をもとに、国土地理院所蔵の米軍撮影空中写真、兵庫県立図書館所蔵の国土基本図 (V-0E36・1/5000・S44 測量、V-0E46・同・同、V-0E47・同・S46 測量、V-0E37-3・1/2500・S39 測
量 S46 修正、V-37-4・同・同 )から判断できる範囲を記した。

図注 4．「長尾欽弥氏事業計画地」は「飾磨町全図」(『姫路市第五巻下 本編 近現代 2 付図』所収 )の記載情報を上記旧版地図に合わせ修正。
図注 5．旧汐入川および旧夢前川の河道は、「広畑都市計画地域指定第二図」(『昭和十七年公文雑纂 都市計画二十一止巻 一三一』所収 )の記載情報を上記旧版地図に合わせ修正。
図注 6．中河原では、昭和 17年 8月 1日に仮寄宿舎が竣工している。
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いて，内務省，鉄道局，兵庫県，その他関係者による協議会を設けた。
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に八幡市都市計画調査委員に就任していた 53） から，都市計画に関す
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積は 3,091ha，利用地積は 2,094ha（広，八幡，大津，勝原，太田の 5
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ていたとする。

　昭和 35年に県が刊行した『広区画整理誌』は，当時の県が工場建

設の緊急性を強く意識していたことを繰り返し強調し，「直接間接を

問はず，国策会社設立にふさわしい，協力的な態勢」64）であったと記す。

しかし，「工場の建設という根本の事実があってはじめて区画整理の

必要を生じるのであるがまた一方工場の方からいえば工場建設のた

め是非必要な労務者住宅の建設が円滑に行われかつ快適な市街地が

出来て労働力の再生産が充分になされるという意味において区画整

理が是非必要…即ち工場建設と区画整理は相互依存関係にあるもの

であり，生産拡充という目的を達成するための双翼双輪である」65）と，

区画整理ありきの県の姿勢も窺える。

　これらを踏まえ，区画整理の計画が記された『広土地区画整理事業

設計図』（図 3）66） や『広畑都市計画地域指定第二図』（図 4）67）など

をみると，工場正門から京見山に向かって 3 つのロータリーと中央

分離帯を備えた幅員 28mの通称「正門通」や，英賀保駅南のロータリー

を中心とした放射環状の街区など，完成度高い計画を確認できる。こ

の計画について，区画整理を担当した引野通夫は「単なる平和な農村

だつた地が一躍して理想都市に昇格」68）すると述べている。測量で

表 1　広畑製鐵所の社宅街・寮の設置年表

表注 1.竣工年月日、地区名、施設名称、特記事項は『広畑製鐵所年誌』『広畑製鐵所三十年史』『日本製鐵株式會社史』による。
表注 2.広畑都市計画は「姫路都市計画地域図」「飾磨都市計画区域地域指定第二図」「飾磨都市計画区域地域指定第三図」（『昭和 17 年（度）飾磨都市計画』所収）による。
表注 3.広畑都市計画のうち、「外（姫路）」は姫路都市計画区域を示し、「住居追加」は「姫路都市計画地域図」で「住居地域に追加指定」と記されるもの。

施設名称 地区名 着工年月日 竣工年月日 旧市町村
広畑都市計画 広土地

区画整理 特記事項対象 用途地域
広栄寮 （未特定） S12.8.1 S12.11.30 － － 31人収容。
汐入構内仮社宅 構内 不詳 S14.2.1 広村 内 工業 区域内 工員用、390戸、S19.10.31苫編社宅に移住。
夢前工員社宅 夢前 不詳 S14.2.1 広村・飾磨町 内 住居 区域内 「竣工年月日」は、第 1回のもの。
北河原仮工員社宅 北河原 S13.10.2 S14.2.28 広村・八幡村 内 住居 区域内 八幡からの転勤者用 140戸。S15.2.6火災発生。
京見職員社宅 京見 S14.3.19 S15.10.26 勝原村・八幡村 内 住居 区域外 140戸。
夢前職員社宅 夢前 不詳 S15.12.27 広村・飾磨町 内 住居 区域内
中河原仮寄宿舎 北河原 S17.4.16 S17.8.1 広村・八幡村 内 住居 区域内
竹の木寄宿舎 （未特定） S17.11.15 － － 200人収容。「韓国専用」。
城山（旧八幡）社宅 城山 ̶ S18.4.1 八幡村 外 － 区域外 住宅営団より買収。
中地社宅 中地 ̶ S18.9.29 姫路市 外（姫路市）住居追加 区域外 住宅営団より買収。
香楽荘 姫路 S19.6.25 姫路市 外 － 区域外 料亭香楽を買収。出張者用。
新和寮 姫路 S19.6.25 姫路市 外 － 区域外 料亭近松を賃借。海員宿泊所。
苫編社宅 苫編 ̶ S19.8.14 姫路市 外（姫路市）住居追加 区域外 住宅営団より買収。
恵美酒社宅 恵美酒 ̶ S19.7.31 飾磨町 外（飾磨町） 住居 区域外 住宅営団より買収。

画整理施行規程が県知事に認可され（県告示 623号），7月 21日に

飾磨町と上記 5村に市街地建築物法が適用された。こうした状況下

で日鐵は工場建設を進め，昭和 14年 10月，第一高炉に火入れした。

工場操業が軌道に乗ると人口も順次増加し，昭和 16年 4月 1日には，

広と八幡の 2村が合併して広畑町が発足している 54）。

　この様に，広畑で迅速に都市計画が適用された背景には，内務省

に「日鉄側は直ちに買収事務に着手したが…工場建設地附近一帯の

秩序ある発展にそなえるため都市計画を実施する」55）意向があった。

これを受けて県は都市計画法 13条の規定，つまり公共団体施行の強

制的な手段で姫路と広畑を対象に土地区画整理事業を施行した 56）。

また，県が 1町 5村を一体として捉えた背景には「飾磨都市計画道

路との連繋」57）などを考慮して「当時の都市計画区域は飾磨及び広

の両地域…この地区の持つ臨海工業地帯から考えて一貫した計画」
58）を行なう意図があった。進来によれば，県は「工場を中心に都市

計画を施行」することを希望し，知事を組合長として約 360 万坪を

対象に「工場敷地内外に居住する農民，地主の為め区画整理組合案」
59）を日鐵に提示した。というのも，県には日鐵の土地収用で評価額

が安価になる対象敷地と，後に評価額の値上がりが予想される収用

対象外の周辺土地の不均衡を是正する狙いがあった。また，工場予

定地を夢前川が走るため，約 3km にわたって河川付け替えを実施し

なければならず，この工事で生じる住民の不利益に対する懸念が生

じ，県会ではどの様な不利益が生じるかを議論していた 60）。

　日鐵には区画整理を適用すれば県の協力を得て土地を廉価で収用

できる利点があった。しかし，換地手続きに時間を要し，急務であ

る工場建設に影響がでる。そこで，日鐵は県に工場用地のみ自主買

収することを申し出たが一部の例外を除いて許可がおりず，区画整

理の実施に従わざるを得なかった。ただし，日鐵は社宅建設や夢前

川の付け替えを独自に進められなかったが，工場建設の仮許可は得

られたため，地主や小作人代表，漁業組合から逐次起工承諾書を徴

収し 61），工場建設工事に着手できた。

3.2．「理想的なる都市計画」と日本製鐵の意向の相違

　県が区画整理を実施したのは土地評価額の不均衡の問題だけでは

ない。「山はなく，殆ど坦々たる平野」62）の広がる平坦地での計画に

ついて進来は「内地にては未だ且つて無き事」で，県の方針には内

務省の「理想的なる都市計画を成就」63）したいという思惑が影響し
図 3　広土地区画整理事業設計図

『広区画整理誌』所収の図の一部を調製の上転載。
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は，まず第一高炉位置を京見山，苫編山の山頂と広畑の集落にある 3ヵ

所の測点から誘導して決め，各工場や道路を正確に東西南北線に沿っ

てならべた 69）。足立によれば真北線を決めるために北極星で測量を

行ない，「県の都市計画もこれに合わせているので附近の道路は全部

真南北線，真東西線でいつているはず」であるという 70）。これは足

立の回想であるため真偽は判断できないが，実施された計画は足立

の指摘通りである。国や県の主導で進んだ都市計画の基準が，高炉

位置で決まっているのは，まさに工場を中心とした計画であるとい

えるであろう。

　さて，進来はこうしてできた案を「該案其のものは理想案」と認

める。しかし，「区画整理事業が土地収用法と同等の効力あるや否や

に就きての疑問すら生じ…官史は概ね理想に走り
4 4 4 4 4

且手続にのみ誤り

勿らん…時間的懸念に乏しく
4 4 4 4 4 4 4 4 4

時日に暇の掛る事等自己の直接責任に

ならざる事なれば会社の事業に迷惑ありとも関心薄く，急ぐ事業に

は全く頼りにならざる…更に酷評を加ふれば区画整理組合に従事せ

る県の役人が此の組合事業が速に終了せば口が無くなる故ゆっくり

やらんとの一心理作用ありたる…下級吏の法律番人に縛られ旨くゆ

かず為にて工場建設に重大なる支障を来さしめらるる」71）と痛烈に

批判し，両者の認識の隔たりは大きい。また，『広村誌』は「騒ぎは

ひとり広村だけではない…姫路も，飾磨もお裾合
（ママ）

けはあるものと雀

躍したのは当然すぎる程当然…姫路市長長田寺氏は，大道路の建設

を洩らし，岡上飾磨町長は，その場で関係町村の大合併を提唱した

ものだ」72）と記し，近隣市町村の興奮も区画整理を推進する状況に

拍車をかけたと想像できる。

　以上の通り，国や県は区画整理を前提とし，周辺市町村も便乗し

て都市基盤を整えようとした。一方，国策として工場建設は急務で

あるため，日鐵は効率的かつ現実的な開発をめざした。しかし， 両

者の思惑の隔たりは大きかった。日鐵は釜石で昭和 11～ 12年に

小
こ さ の

佐野，昭和 15～ 16年に小
こがわ

川の 2つの社宅街を独自に開発できたが，

広畑で区画整理の桎梏から逃れられなかったのは，日々刻々と厳し

くなる時局に加え，成熟しつつあった「理想的な」都市計画を実践

する場に広畑が位置づけられたからであろう。『広区画整理誌』は，

当時の県が日鐵の立場を理解していたことを示しているが，これは

区画整理完了後の回顧であるからと思われる。同書巻頭言で坂本兵

庫県知事は，先人の努力に敬意を払いつつも「昭和 12 年…軍部か

ら要請されて “広土地区画整理事業 ”に着手した。実にバカげた言
4 4 4 4 4 4 4

葉が当時国中にはんらんした
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ものだ」73）と国や県が強行したといえ

る区画整理を批判しており，その背景として当時の時局が緊張状態

にあったことを読み取れる。ただ，国や県の影響の少なかった釜石

の小佐野や小川では，広場を中心とした特徴的な計画が実施された

が，日鐵の計画手法は戦時体制下で効率性を最優先したものであっ

たからか，社宅は稠密しており，必ずしも広畑の様な都市開発とい

う視点は持ち合わせていなかったとみることも可能であろう。

4. 日本製鐵の社宅街開発と工場との位置関係

4.1．社宅街開発の前提

　兵庫県は「新らしい軍都若しくは工都の建設と併せて，これらの 

軍需産業に必要な公共施設及び住宅建設地の造成」74）を図り，「住居 

地域は山陽電鉄軌道以北の地，同以南の地区は工業用地として利用 

されるものと想像」75）した。実際，昭和 17年の『公文雑纂』所収の

「広畑都市計画地域指定第一図」76）や「同第二図」（図 4）をみると，

山陽電鉄以北が住宅地域になっている。その理由は「商業並に路線

的商業地域…を除きたる残余の部分は土地比較的高燥
4 4 4 4 4 4 4

なる」ためで，

居住環境への配慮が窺える。しかし，「夢前川下流にして日鐵職工社

宅用地として利用されつつある一団地」を例外的に住居地域に指定

している 77）。

　広畑に適用された新興工業都市計画の昭和 16年の内務省の指導に

は「工場従業員の 3倍及 5 倍の人口を収容し得る市街地の範囲を整備」 
78）とあり，「鉄鋼増産の伸びと，これに伴う従業員の予想が推測され

なかったので経営当事者の意見を聞いてその幾ばくかの従業員を予

測」79）したとある。但し，同計画の概要には「（ハ）宅地造成計画本

事業においては宅地造成はこれを行わず」80）と，宅地は開発してい

ない。住宅営団が活動するのはこの時期であるから 81），宅地造成は

営団事業として区分したものと想像できる。これらを踏まえ『広畑

製鐵所年誌』と図 2，表 1から日鐵の社宅街の開発の過程と工場との

位置関係を確認したい。

図 4　広畑都市計画地域指定第二図
『昭和十七年 公文雑纂 都市計画 二十二止 巻一三一』（原図は着色）所収を調製

4.2. 社宅街開発の変遷

　昭和 14年 2月 1日，工場構内北西に汐入構内仮（工員）

社宅，工場と運河を隔てた北東に夢前工員社宅，28日に

工場から約 2kmの夢前川右岸に北河原仮工員社宅の 3つ

の社宅街が竣工する。昭和 15年 10月 26日には工場から

2.5～ 3km北西の京見山山麓に京見，12月 27日に夢前の

職員社宅街が竣工する。以後，昭和 18年 4月 1日に城山，

9月 29日に中
ちゅうじ

地，昭和 19年 7月 31日に恵
え び す

美酒，8月 14

日に苫
とまみ

編、と営団開発の住宅地を買収して日鐵の社宅にあ

てた。

　兵庫県公館県政資料館所蔵の土地区画整理事業区域図

（図面名称なし）82） には，「日本製鐵夢前社宅敷地」のほか，

戦後に RC造アパート社宅を建設する北野が「日本製鐵工

員社宅敷地」，球場や体育館を設ける小松が「日本製鐵厚

生施設敷地」，汐入の汐入川対岸が「日本製鐵海員養成所

敷地」，区画整理対象外の北西一帯が「日本製鐵大津社宅

敷地」と記されている。このうち，戦後に北野社宅となる「日
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本製鐵工員社宅敷地」は「指定替費地」，残りが「一般替費地」である。

この図は「昭和 17年（度）」の資料に所収されるが，高砂の区画整

理関連資料であるため，当該年度の資料である確証はない。とはいえ，

日鐵解体が昭和 25年で，大津の土地買収は戦前に開始しているし，『創

業 25周年記念誌』83）は，戦中期に日鐵が農場を直営で経営し，その

ひとつが後の北野アパート用地，大津・勝原団地であったと記して

いる。敷地位置は区画整理によって決定したと考えられるが，詳細

は不明である。とはいえ，戦後に開発する地区も含めて社宅街用地は，

区画整理の計画時から，少なくとも日鐵解体までには，その位置が

決定していたと判断できる。

4.3. 社宅街開発と工場との位置関係

　県は新興工業都市計画の指導に従い，従業員数の 3～ 5倍を条件

としたため敷地に余裕がある。また，県には「一般市街地は主要工

場地の恒風方向を避け相互の距離は徒歩または自転車にて通勤し得

る」84）方針があった。『広村誌』の「日鐵通勤者トラック自転車の往

来頻く，殊に朝夕の…交通量は一偉観」85）という記述と，区画整理

区域内の小松や北野の距離を考慮すると，社宅街の位置決定にはこ

うした方針が影響しているものと思われる。

　一方，進来によれば，日鐵には「工員社宅ハ交通（ラッシュアワー）

関係其他ヲ考慮シテ工場ニ近ク之ヲ求ムル方針…職員ハ工員ト区別

シテ之ヲ少シ遠方ニシテ高燥閑佳ノ地ニ求メントノ方針」86）があっ

た。工員用の汐入と夢前が工場近接で，職員用で区画整理区域外の

京見が独立しているのはこの方針に則している。しかし，社宅街の

うち夢前の職員用が工場近接で，工場から約 2km離れた工員用の北

河原，区画整理区域内の小松と北野， 区域外の大津が工場から独立す

るのは日鐵の方針に反している。日鐵の方針と実現した社宅街が相

違するのは室蘭や釜石でも同様で，室蘭では主に工員用の幌
ほろべつ

別が室

蘭市に隣接する幌別町（現登別市），釜石では小川や松倉などが工場

から独立している。とはいえ， 室蘭や釜石は山あいで敷地確保が困難

であるため，平坦地を求めた結果，社宅街は工場から距離をとった

のであって，広畑は平坦地で敷地に余裕があるにも関わらず独立し

ている点で異なる。ちなみに，営団開発による広畑の社宅街が独立

しているのは臨時農地等管理令の影響を受けてのことである。

　日鐵の社宅街開発について区画整理の影響を考える場合，京見と

大津以外は区画整理区域内にあるため『旧土地台帳』の帳票は事業

が完了する昭和 35年 3月以降に新規作成されているが，それ以前の

台帳は神戸地方法務局姫路支局にはなく，土地の履歴を把握できな

い。また，工場用地も区画整理区域内にあるが，昭和 13年 5月 6日

の兵庫県告示第 395号に「第七条 知事ハ換地予定地指定前ト雖モ特

別ノ事由アル場合ハ河川，道路等ノ工事ノ為必要ナル土地ヲ使用シ

又ハ日本製鐵株式會社ヲシテ会社用地ニ該当スル区域ノ土地を使用

セシムルコトヲ得」87）とあり，3章第 1節で示した通り，区画整理

実施前から日鐵に対して工場建設に必要な土地の使用を認めた。

　これらを踏まえて工場と社宅街の位置関係に目を向けると，まず，

汐入は工場構内にある。構内に社宅を建設するのは工場規模が大き

くない段階では一般的である。また，汐入は仮の社宅として開発し

たため，苫編を社宅として営団から買収した時に居住者を移動させ

ている。つぎに，夢前は新旧の夢前川に挟まれている。この敷地を「都

市計画事業広土地区画整理町界図」88）と対応させると，昭和 13年 8

月 31日の県告示 680号 89）の「1 兵庫県ノ使用スル土地」と「2 日本

製鉄株式会社ヲシテ，使用セシムル土地」として示される「飾磨郡

広村大字広畑ノ内」と「飾磨郡飾磨町大字英賀」の土地に包含される。

つまり，夢前も工場用地として日鐵が使用許可を得た用地に開発し

た。また，昭和 17年 12月 8日の都市計画区域決定申請の際， 山陽鉄

道線路以北を住居地域とすることが基本とされるが，夢前社宅街を

例外的に住居地域としたのは，日鐵の計画と都市計画が同時に進め

られた証左であろう。

　さらに，日鐵は昭和 13年 10月 2日，工場から離れた夢前川右岸

で，仮の社宅街である北河原の開発に着手した。仮というのは，県

が 1月に着工した夢前川付け替え工事が完了した新河川の右岸から

工期を分けて西に上記の夢前の開発を進めたからと考えられ，夢前

での不足戸数を補う必要があったからと考えられる。しかし，工場

から距離のあるこの用地を選定した理由は，関連資料が把握できて

おらず判然としない。北河原は，小松や北野と同様に区画整理区域

内であり，県の告示で使用が許可された土地には含まれなかったた

め，日鐵は社宅街を開発できなかった。独自に開発するのであれば，

京見同様，区域外に土地を確保する方法もあった。実際，昭和 15年

9月 20日以降 90），日鐵は社宅用地として大津の買収を進めることに

なるが，区域内の北河原を開発したのは，仮の社宅街であることと，

工員社宅を工場に近接して設ける日鐵の方針に反するからと思われ

る。想像逞しく，区画整理区域内で北河原を開発した理由を考察す

ると，まず，夢前川の付け替え工事は河口から約 3kmであり，ここ

に北河原が含まれている。また，夢前川河岸には 20万坪の官有地が

あったといい，この土地に北河原の用地が含まれるとすると，地権

者との折衝の手間も省ける。さらに，計画では工場から都市計画道

路の広南北線（二等大路二類 5号線）が走る予定であったが，区域

内の北端部であり，また鉄道線路があって袋小路になるため当該箇

所は重視されていなかった可能性もある。事実，戦前にはこの道路

の北河原にかかる部分は開通しなかった。こうした背景から，県は

一時措置として区域内の北端部にあたる北河原の用地を日鐵に供出

し社宅街開発を進めさせたことが推測される。すると，日鐵ではな

く県の意向で北河原が工場から独立したことになる。ちなみに北河

原は同じ仮社宅の汐入のように除却されることなく，区画整理完了

後の昭和 35年 3月 8日に『土地台帳』の帳票が新規に作成されて恒

久的な社宅街になった。

　以上の通り，当初，日鐵は独自に社宅街開発を行なった。その用

地は工場建設のため，県が特例的に使用を許可したものであった。

しかし，日鐵の方針ではなく，区画整理の方針で用地を点在させ，

結果として社宅街は独立することになった。また，国や県は福利厚

生施設の重要性に鑑み，都市計画の用途指定で例外的な措置をとっ

たのは日鐵の計画と都市計画を同時に進めた結果といえる。さらに，

区画整理が昭和 35年に完了するまで，戦前の方針の多くが引き継が

れて現在の都市基盤となった。

5. むすび

　本稿では，日本製鐵の 4次拡充における広畑選定の経緯と社宅街

開発へ法定都市計画がおよぼした影響，工場と社宅街の位置関係に

ついて考察した。その要点をまとめてむすびとしたい。

　第一は広域的な視点で，日鐵は消費地近接の工場新設を目的に，6

つの候補地を阪神地域に求めた。消費地近接の背景には，海軍の要
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注
 1）日本製鐵の拡充計画については，日本製鉄株式会社史編集委員会編『日本
製鐵株式會社史』（1959）p.p.68-70および 96-105に詳しい。

望に加え，新工場建設を急ぐ中，大都市に近接することで工場操業

条件のひとつとして重視した福利厚生施設充実の負担を軽減できる

ことがあった。消費地近接の工場建設は日鐵で初の試みであったが，

工場が資源に関係なく立地可能になったこの時代の一般的な傾向で

あった。ただし，日鐵に先行して他企業が行なっていた調査により，

大阪近郊には新たな工業開発に耐え得る土地はなかった。それでも

なお日鐵は調査を実施し，結果として大阪から最も離れているなど，

必ずしも本命ではなかったが，相対的に評価が高かった広畑での新

規工場建設を決定した。

　第二は都市的な視点で，広畑では国の意向を受けて兵庫県が土地

区画整理事業を実施し，のちに新興工業都市計画事業に結びついた。

当初，工場建設に必要な大規模な用地は区画整理の例外として県か

ら日鐵に使用許可が与えられた。しかし，その後は日鐵の自由な土

地取得や開発は許されず，国や県の区画整理が先行して開発が進ん

だ。この点は，八幡や室蘭，釜石のような企業の主導で都市が形成

される事例との相違点である。国や県は新工場の建設が国家事業と

して喫緊の課題であったことを理解しつつも，理想的な都市建設を

目指し，また理想を追求するゆえの事業の遅滞に日鐵はいらだちを

おぼえた。

　第三は社宅街の視点で，戦後開発の社宅街を含め，少なくとも日

鐵解体までに区画整理区域内外の社宅街用地は決定していた。それ

らの社宅用地は，日鐵の方針とは無関係に区画整理の方針によって

定められ，点在することになった。このうち，日鐵が自由に土地を

取得できたのは工場用地や区画整理区域外の敷地で，工場に近接す

る社宅街は工場建設のために特別に使用が許可された用地において

であった。とはいえ，都市計画と工場開発を同時に進めたことで，

例外的に工場用地の一部を住居地域として指定することができた。

　総じて，日鐵の新工場建設を契機として，国や県の主導で現在の

広畑と周辺地域を巻き込み，都市計画を中心とした開発が急速に進

んだ。こうした産業空間ができあがる過程に着目し，国や県の思惑

を対置しつつ企業に目を配ることで，その戦略を相対的に把握でき

るが，国や県と日鐵が各々の思惑を投げ合い大きな齟齬を孕みつつ

現在の都市的発展の素地を築いた。工場建設がなければ都市計画の

実施はなかったし，都市計画がなければ稠密な経済的合理性のみを

追求した開発に終わっていただろう。広畑は，都市計画と企業戦略

が同時進行する萌芽的事例のひとつであるといえる。

　次稿では，日鐵が独自に開発した社宅街の施設配置と福利厚生施

設の種類について論じたい。
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望に加え，新工場建設を急ぐ中，大都市に近接することで工場操業
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ことがあった。消費地近接の工場建設は日鐵で初の試みであったが，
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例外的に工場用地の一部を住居地域として指定することができた。

　総じて，日鐵の新工場建設を契機として，国や県の主導で現在の

広畑と周辺地域を巻き込み，都市計画を中心とした開発が急速に進
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るが，国や県と日鐵が各々の思惑を投げ合い大きな齟齬を孕みつつ
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実施はなかったし，都市計画がなければ稠密な経済的合理性のみを

追求した開発に終わっていただろう。広畑は，都市計画と企業戦略

が同時進行する萌芽的事例のひとつであるといえる。

　次稿では，日鐵が独自に開発した社宅街の施設配置と福利厚生施

設の種類について論じたい。
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33）前掲『広畑製鐵所三十年史』p.12。
34）前掲『広畑製鐵所年誌』と足立の回顧では，候補地は 6 ヵ所，進来や前掲
『日本製鐵株式會社史』，前掲『広畑製鐵所三十年史』は尾上を除く 5ヵ所
としている。なお，前掲『広畑製鐵所年誌』では昭和 11年 10月 12 ～ 16
日に海南を除く 4ヵ所を調査，12 月中旬に 5 ヵ所を調査したことを記す。

35）前掲『日本製鐵株式會社史』p.70。
36）前掲書 p.103。
37）前掲『広村誌』p.83。
38）前掲『広畑製鐵所三十年史』p.17。
39）前掲『建設ヲ顧ミテ』p.33。
40）前掲書 p.26-27。
41）前掲『鐵の響』p.4。
42）前掲『建設ヲ顧ミテ』p.p.15-20。
43）前掲『広畑製鐵所三十年史』p.p.15-16。前掲『日本製鐵株式會社史』p.102 
も同じ内容を記している。

44）前掲『広村誌』p.83。
45）前掲『兵庫県会史第参輯第参巻』p.79。
46）前掲『建設ヲ顧ミテ』p.p.23-24。
47）前掲『鐵の響』p.5。但し，前掲『広畑製鐵所三十年史』p.21 では，堺が丙，
尼崎が乙下と記されているが，いずれにせよ大阪へのアクセスの良い尼崎，
堺の評価が低いことが分かる。

48）前掲『広区画整理誌』p.6。
49）『姫路市史 第五巻下 本編 近現代 2 付図』所収の復刻版の地図。兵庫県公館
県政資料館蔵。

50）前掲「日本製鋼所と日本製鐵の福利厚生施設整備と室蘭の都市形成におけ
る役割について 室蘭における鉄鋼業社宅街 その 」。

51）前掲『建設ヲ顧ミテ』pp.45-46。
52）富士製鉄株式会社広畑製鉄所総務部『広畑製鉄所年次記録 自昭和 12年至
昭和 32年』（1968）p.12。同書は前掲『広畑製鐵所年誌（創設時代）自昭
和十一年七月至昭和十五年三月』の増補版といえ，内容の多くが重複する。

53）前掲『建設を顧みて』p.300。
54）前掲『広畑製鐵所年誌（創設時代）自昭和十一年七月至昭和十五年三月』

pp.7-35 ，前掲『広畑製鐵所年誌（建設時代）自昭和十五年四月至昭和十八
年三月』pp.3-6記載の各年度の「主要事項」による。

55）前掲『広区画整理誌』p.30。
56）前掲書 p.30。
57）前掲書 p.57。
58）前掲書 p.55。
59） 前掲『建設ヲ顧ミテ』p.27。
60）前掲『広区画整理誌』p.50。
61）前掲『広畑製鐵所年誌（創設時代）自昭和十一年七月至昭和十五年三月』

pp.9-12。大家新田の地主，小作人代表，勘兵衛新田，英賀保，広畑の漁業
組合の計 5件が記されている。

62）前掲『広村誌』p.1。

63）前掲『建設ヲ顧ミテ』p.27。
64）前掲『広区画整理誌』p.58。
65）前掲書 p.315。
66）前掲書所収。
67）『昭和十七年公文雑纂 都市計画二十二止 巻一三一』所収。国立公文書館蔵。
68）引野通夫「新鉄都広の建設に就て」（都市研究会『都市公論』，1938.7）p.17。
69）前掲『広畑製鐵所三十年史』p.26。
70）前掲『鐵の響』p7。
71）前掲『建設ヲ顧ミテ』p.p.29-30。
72） 前掲『広村誌』p.82。
73） 前掲『広区画整理誌』「刊行にあたり」（頁番号なし）。
74）前掲書 p.67。
75）前掲書 p.74。
76）前掲『昭和十七年公文雑纂 都市計画二十二止 巻一三一』所収。国立公文
書館蔵。

77）前掲書所収「広畑都市計画指定の理由書」。
78）前掲『広区画整理誌』p.207。
79）前掲書 p.73。
80）前掲書 p.76。
81）前掲「日本製鐵㈱広畑製鐵所の社宅街開発における住宅営団の関与と臨時農
地等管理令の影響について」。

82）図面名称なし『高砂土地区画整理事業一件書類』（『高砂土地区画整理事業 
』昭和 17 年（度））所収。兵庫県公館県政資料館蔵。

83）藤本清編『創業 25 周年記念誌』（富士製鐵株式会社広畑製鐵所，1964）p.21。 
84）前掲『広区画整理誌』p.208。
85）前掲『広村誌』p.3。
86）前掲『建設ヲ顧ミテ』pp.41-42。
87）昭和 13年 5月 6日『兵庫県県報』。兵庫県公館県政資料館所蔵。
88）前掲『広区画整理誌』所収。
89）前掲書 p.132。「兵庫県告示第 680 号 兵庫県施行都市計画事業土地区画整理
施行規定第 7条にニ依リ，河川改修工事ノ為兵庫県ノ使用スル土地及日本
製鉄ヲシテ使用セシムル其会社用地ニ該当スル区域ノ土地 並ビ使用開始ノ
時期左ノ如シ。 昭和 13 年 8 月 31 日」。

90）前掲「日本製鐵㈱広畑製鐵所の社宅街開発における住宅営団の関与と臨時
農地等管理令の影響について」でも触れた通り，字五反長の土地の隣接地
の一部は昭和 15年 9月 20日に日鐵が取得している。

（2013年11月10日原稿受理，2014年 ₄ 月16日採用決定）

－ 1681 －


